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はじめに
一　問題意識
　近年、新たに用いられているリスク概念は、問題が複雑すぎて因果関係
の把握が困難である場合や、危険発生の関連で原因と結果の間に蓋然性が
低い場合に着目した概念であって、「説明責任」の所在に関する問題や加
害者と被害者の間の「情報の非対称性」という問題をはらみつつ、とりわ
け行政訴訟の場面において多くの議論の余地を残している。さらにほとん
どリスク評価ができないケースがしばしばある。例えば、重症急性呼吸器
症候群（SARS＝Severe　Acute　Respiratory　Syndrome）、高病原性鳥インフ
ルエンザ（＝HighlyPathogenicAvianlnfluenza．いわゆる、鳥インフルエン
ザ）ウイルスのような科学的情報や疫学的原因追求が困難なケースであ
る。こういった問題につき、社会的リスク抑制システムや社会規範（規
律）のなかで、どのようにまたいかなるタイミングで対応すべきかが今後
の行政法学においても問題になってくると痛感させられる。また、リスク
概念は、環境科学、経済学、公衆衛生学、（食品などの）安全性の科学、原
子力工学など様々な分野において、様々の意味および文脈で用いられてい
る。本稿は、このようなリスクに対する防御問題意識から、法学レベルで
の規制手法の類型を分析することとする。とりわけ本稿は以下のような特
徴を有する。すなわち、不確実な条件下においても、科学技術に対し何ら
かの法的コントロールを及ぼすかどうかの意思決定をしなければならない
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というジレンマがある状態、いわゆるリスク概念の認識の下、今後あるべ
きリスク（環境・食品〉に対する安全性が強調される分野における規制手
法について考察する。この点、近年になって行政法分野において注目され
ている行政（意思）決定過程の手続化への変遷に注目したい。そして、従
来から行政法学分野で問題とされてきている「法律留保から手続留保」へ
の規制手法の変化を把握しつつ、環境規制で用いられてきた規制手法を踏
まえたうえ、本稿では主に自主規制、経済的規制手法についてのより適切
なリスク規制に関し、その政策手段・原理について分析する。
　そして、本稿の位置づけは、行政行為論の限界との関連でも言われてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）る警察概念の限界を踏まえつつ、食品安全行政や環境行政等の法領域にお
ける新たなリスク概念を位置付け、現実社会の問題に照らし合わせながら
アプローチしていくための準備段階の論文である。従来の法システムの下
では、私人の自由な活動を国家の法定立によって一般的に禁止した後、私
人による個別の許可申請が一定要件を満たしているとみられる場合には、
許可行政庁はその禁止を解除しなければならないという仕組みであった。
この仕組みによると一旦行政庁によって許可が与えられてしまった場合に
は、当該許可事業に対して、行政庁が制裁措置を含む新たな権限を行使し
たり、また第三者たる私人が自己の権利を主張することが難しくなってし
まうのである。とくに環境リスクや食品リスクに関わる分野において従来
から用いられてきた、警察概念に基づく典型的規制手法である許可制度
　　　　　　　　（2）は、今や市民の「安全性」確保の面から十分に対応しきれていない状況で
ある。このような実情を踏まえ、結果発生の蓋然性が低いリスク概念に基
づきリスク（安全）が強調される分野の規制手法について分析していきた
いo
二本稿の構成
第一に、従来の警察概念に基づく消極的な介入手法を超えて、新たな
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「リスク社会」に対応した積極的な介入手法が現在要求されつつあるとい
う認識にたった上で検討を進めていきたい。要するに学際的な視野に立
ち、行政法学のみならず、自然科学、経済学、環境工学、社会科学に及ぶ
リスクー般に関して把握した上、既存の命令・統制型手法の特質と限界を
示し、「規制」概念の整理を試みる（第一章）。
　第二に、規制一般に関する研究を考慮に入れつつ、「安全」確保から
「安全性」確保への転換といった議論の前提として検討すべき「警察介入」
の背景（揺らぎ）について従来の理論を整理したうえ、その限界について
分析したい（第二章）。すなわち、従来の警察介入が、機能的側面からす
ると、権利構造として消極性の特徴が見られると言われている、その沿革
的な分析である。
　第三に、リスク規制の手法として、従来用いられてきた命令統制型以外
の、自主的取組に委ねる傾向についても注意を払い、その類型化を試みた
い（第三章）。リスクに対する事前分析手法は以下の種類がある。特に環
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）境、都市開発で見られる。近年、日本においては、「小田急事件」におい
て費用便益分析が導入された。事前分析として、1、費用便益分析
（CBA＝Cost－Benefit　Analysis）、2、ALARP（As　Low　As　Reasonably
Practicable）、3、ALARA（As　Low　As　Reasonably　Achievable）、4、
HACCP（Hazard　Analysis　Critical　Control　Point）、5、Precautionary
Principle（予防原則）、6、リスクコミュニケーション（Risk　Communica－
tion）について検討する。
　第四に、このようなリスク分析と事前配慮原則を憲法規範論からどのよ
うに理解すべきかであるが、本稿では、リスクに対する自主規制について
の判例を紹介することを通じて検討する（第四章）。そして、このような
分析から導き出せる規制のあり方について若干の示唆を示す。経済的利益
と生命・身体にかかわる非代替性を有する市民の「安全性」を確保するた
めに衝突する現象をいかに説明するかなど、今後、公法学における重要な
課題であると思われる。この点市場原理を徹底する経済的理想の限界や
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「正義の配分」という倫理観をも考慮に入れつつリスク規制のあり方につ
いて分野ごとに分け、今後のテーマにしたい。
第一章　従来型規制手法の特質・限界
　「規制」という概念について理解を深めるためには「警察」概念の整理
が先決課題であると思われる。以下では、日本における警察概念の意義に
ついて検討する。
　第一節　公害問題における警察概念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　日本で明治8年に制定された行政警察規定は、近代的な警察概念を採択
した初めての法規である。警察概念の由来は、欧米の言語で「Police、
Polizei」にあたる。この言葉は元来ギリシア語のポリテイアであった。
当時の都市国家ポリスの憲法・組織及び一切の国家活動のことをさすもの
と言われる。ヨーロッパでは16世紀までにこの警察概念は国家の作用、目
的全体をさす言葉として用いられた。その後、イギリス革命、アメリカ独
立、フランス革命を経て、特に18世紀から19世紀にかけてドイツを中心に
国家目的を消極的な秩序維持に限定する警察国家観が主張され、警察概念
も個人や公衆に対する危険を防止し、公共の安全と秩序を維持する消極目
的作用として、また、立法、司法と区別された作用として、実定制度上に
用いられるようになった。
　上記のような経緯で、警察概念は今日まで重要な規制基準として用いら
れ続けられてきた。かくして、19世紀から今日まで議論されてきた警察概
念は以下のように説明できる。警察介入とは、社会の弊害を取り除くとい
う意味を持ち、司法警察とは異なった消極的な行政のことをいう。各行政
分野に応じて環境・建築警察等と分類される。しかし、とりわけ、環境分
野における予防的環境保護思想に基づき、近年になって積極的行政、福祉
（給付）行政という観点からの市民・国民の権利が強調されてきている。
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それ故に行政法学における行政の義務が変化していると思われる。そもそ
も警察規制は、公共の安全秩序を維持するために、一般統治権に基づい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）て、権力的に人の行為の自然の自由を制限する作用である。日本において
戦前には、この警察規制は、公衆・環境行政分野において消極的な性質を
有するものであったが、しかし、1960年代の公害訴訟以来、積極的行政活
動に変化しつつある。このような状況で発展してきた、警察概念について
の学説上の整理は、未だなお不完全であると思われるが、ここでは、まず
警察概念の限界について検討する。
　一、警察消極目的の原則とは、消極的に公共の福祉を増進するために命
令強制をする権限を与えていることをいうが、それは本稿でいう警察の概
念として見ることが出来ない。二、警察責任の原則とは、警察違反（Pol－
izeiwidrigkeit）すなわち、通常公共の安全と秩序に対し障害を生じ又は生
ずるおそれがあるときに責任を有することをいう。三、警察公共の原則と
は、公共と安全秩序の維持することをいう。四、警察比例原則とは、公共
と安全秩序ができなく忍容することもできない障害又は障害の直接の危険
を除くためのみ警察権発動ができることをいう。そして、田中博士の言及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）する「四」については以下のような説明がなされる。例えば、①工場の煤
煙、ラジオの騒音、公衆浴場の非衛生等に対しては警察権の発動ができな
い、また②相当の確実性をもって迫ってきたときに発動しうる、とされて
いる。今日のリスク社会に基づく環境保護、安全性確保の観点から上記の
説明しているところの問題点として、「四」の②でいう確実性をもって介
入する従来型規制、すなわち警察比例原則は環境分野、リスク管理領域に
おいては、その限界が現れるということがある。
　この時代の警察介入というのは、古くから議論されてきた概念に基づい
ている。西ドイツでは、「警察介入がなければ損害発生という結果になる
　　　　　　　　　　　　（7〉であろうというおそれがあると定義」されていた。また、公害環境時代で
は、蓋然性について十分な確率が要求されたのである。しかし、「人間の
生命が問題になっているような場合に、それが害される可能性が害されな
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い可能性よりも高くなければ、警察による介入が許されないというのは不
　　　（8）合理である」との疑問から、十分な蓋然性の程度といっても一律ではない
ことが明らかであって、そのような場合には、行政の措置（介入）によっ
て法的保護利益を確保すべきであるといえる。
　第二節　環境分野における従来の警察概念の限界
　かくして、従来の警察概念が数々の国家作用また行政作用の一つに過ぎ
ないという説明は、単なる学問上の抽象的な説明に過ぎなかったことが分
かろう。警察および秩序行政庁が危険防除措置を講じるための中核的要件
たる危険とは、「個々のケースにおいてある行為またはある状態により、
客観的に予期しうる現象がそのまま推移すれば十分な蓋然性をもって、警
　　　　　　　　　　　　　　　（9）察上の保護法益に対する損害をもたらす」事実状況をいう。このような実
情から、今日行政に対し、多様な要求が氾濫する事態となっており、「防
止などの消極的目的の作用にあたっても、行政手段の多様化などの事情
は、これまでの警察概念をそのまま維持できるかどうかについて疑問を生
　　　　（10）じさせている」といえよう。規制手法の前提としての警察概念は、ここに
問題が生じることであろう。特に、環境に対する危険においては、その保
護法益が不可逆的性格（生命、健康、生態系等）であること、またリスク
発生の際の受益者と被害者との非対称性（事業者と周辺住民）が見られる
ことが問題である。但し、ここで注意しなければならないことは、この点
は古典的な警察法上（現在の法制度もこの概念に従がって制度化されているこ
　　　　　　　　　　　（11）とが多い）の危険にも共通するということである。いずれにせよ、この境
界線上の解決手段として、危険発生の蓋然性が顕在化する前に総合的・包
　　　　　　　　　　　　　（12）括的に対策をとることが求められる。すなわち、リスクの特有性に即応し
　　　　　　　　　　　（13）た制度の構築が求められているのである。
　さらに、原因と結果の聞に蓋然性の程度問題として従来から議論されて
きた、因果関係にっいて触れておく。因果関係なる問題の本質は、因果関
係を否定的、反事実的に条件付けることによって結果が生じるという説明
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ができよう。すなわち、原因がなければ結果は生じなかったであろうとい
ういわゆる「反事実条件」に基づいて説明されたほうがより説得力がある
のではなかろう。よって因果関係と結果の間に否定的条件の下、確固とし
た緊密関係が保たれる。しかし、この考えに立っても訴訟の場面において
有利な地位を占めるのではない。一連の公害訴訟の教訓から学んだ蓋然性
の法理は、行政訴訟一般に及ぶものではないと考える。すなわち、疫学的
な追求による科学的な分析の際に見られる因果関係というのは、主に環境
訴訟で見られることであって訴訟一般にまで認容しているわけではない。
このような問題の認識に立って以下において直接規制（命令・統制型規制）
手法の限界について目を転ずる。
　第三節　命令・統制型規制手法の限界
　この種の規制手法（論者によっては直接規制的手法ともいう）は、将来発
生しうる危害に対し、確実な効果が期待でき、なお危害の効果を予測しや
すいというメリットがある。公害間題で多く見られ、危害の緊急的対策
（解決）など何人にも明らかにその危害発生源が明確な場合にとられる環
境規制手法である。一般に、許認可の際、規制対象となる事業種や施設、
規制対象の汚染物質、規制された行為（排水や汚染の排出など）とその基
準が定められており、「規制違反行為を罰する規定や規制主体による改
　　　　　　　　　　　　　　　　（14）善・停止命令違反への罰則が予定されている」特徴を有する。
　しかし、命令・統制型（Command　and　Contro1）規制手法では、規制者
による規制対象者（加害者）と非規制対象者（被害者）との間の非交換性
が生ずるが故に「配分」、「法利益の均衡」、「情報の非対称性」の観点から
不衡平が生じてしまう。この基準設定や規制対象が明確に示すことのでき
ない領域・事柄に関して如何なる手法が望ましいか問われる。そもそも命
令・統制型規制手法が実効的に機能しうるためには、たとえば、「排出基
準等が科学的に決定されていること、もしくは、そのような決定が現実に
可能であることに加えて、明確な目標が設定されていること、もしくはそ
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　　　　　（15〉れが可能である」ことが前提となる。
　　　　　　　（16）　他方、自主的規制は、環境問題の幅広い分野で活用され、近年では地球
温暖化問題や有害化学物質対策の一環として重要な役割を果たしている。
しかし、自主的規制には、参加者間の「合意」が必要であり、競争制限的
内容を含む可能性を持つ。基準・認証・情報開示型の自主的規制は競争政
　　　　　　　　　　　　　　（17）策の観点からは評価し得るが、契約型の自主的規制については、むしろ所
得分配面の効果を期待して多用されている可能性がある。すなわち、自主
的取組を環境政策の健全な政策手法として活用していくためには、①目標
設定の方法、②実効性の確保、③目標に対する実績のモニタリング方法、
④客観性や透明性を向上させるための第三者参加の在り方、⑤フリーライ
ダー防止・参加へのインセンティブ付与、⑥庸報の公開と透明性の確保、
⑦独占禁止法やWTOルールとの調整、などに留意したガイドラインの
策定が有効であると考える。この点、命令・統制型規制とは対照的な性質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）として説明（説得力のあるメリットの提示）することもできよう。なかんず
くこの種の手法は、規制対象者の自主性を重んじつつ、環境負荷行為と結
果との因果関係が明らかでない分野に予防的・先行的に導入するのに適し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）ているが、さらに直接的規制との組み合わせることが望ましいことである
と思われる。
　また近年、情報的手法を用いる形態も現れている。原子力行政では、
「リスク・インフォームド型規制」といい、運転段階での規制を客観的、
合理的に行うには、安全上の重要度や異常事象発生の頻度、影響などのリ
スク情報に基づいて、設備の安全機能が維持されるべき範囲となっている
かを的確に把握し、その品質保証活動が適正に行われていることを監視、
確認することが重要になっている。近時、リスク情報等に基づき、検査の
対象や方法等を定める規制の仕組みとして、日本における新たな「リス
ク・インフォームド型規制」の導入を検討することが重要であるとの認識
のうえ、原子力安全委員会においてはその基本的考え方について検討を進
　　　　（20）めてきている。その理由は、事業者の安全確保活動が適切になされている
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かどうかについての国の基準に、必ずしも明確でない部分があることが明
らかとなったことにある。その結果、時として過度の要求を事業者に課す
結果となった可能性があり、そのことが、原子力をめぐる安全上の不祥事
を引き起こすような一因となったことは否めないという実情から、自主規
制と従来の政府による規制形態を融合させたのである。
　環境法を含む現在の法令は総じて自主的・自立的な法政策裁量を認めて
　（21）
いないが、自主規制の活用として次のようなものがある。例えば、食品の
安全・衛生の確保や環境の保全等正当な目的に基づき、各該当事業者に係
る設備の維持・管理等、技術の内容等に関する自主的な基準・規約等を設
定し、その周知・普及促進を行う行為がそれにあたる。また、その利用・
遵守を申し合わせ、若しくは指示・要請する等の活動を行うことがある
が、自主規制に類似した活動として考えることもできよう。さらに、その
他「相手方当事者に減税など規制的手法を猶予するなど、インセンティブ
　　　　（22）を与える効果」をもった自主規制も存在する。，
　　　　　　　　　　　　（23）　しかし、自主規制のデメリットとして、第一に、行政庁の規制権限を制
限するおそれがある。第二に、合意による自主規制の場合、穏やかな水準
の目標設定がなされその実効性の担保が確保できない。第三に、自主規制
の不履行による執行が難しいこと、すなわち、自主規制の不履行に対する
監視システムが確保されなければならないが、その法的手続は容易でない
こと。第四に、行政手続的観点から生ずる問題と同様に、自主規制の場合
は、密室性が濃厚であるがゆえに利害関係者に対する配慮が乏しく何らか
の参加システムの導入が必要であると指摘できよう。第五に、ただ乗り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）（フリーライダー）に対する対策が存在しないことによる競争上の不公正を
生じさせるおそれがある。このように自主規制は、運用次第でその結果が
異なってくると思われる。もっとも、環境負担を軽減させるため、適切に
自主規制を用いて解決できる一面を有する。さらに環境リスク領域におい
ていえば、「製品の製造段階のみならず、使用・廃棄段階においても、日
　　　　　　　　　（25）常生活全般から生じている」ことを考えれば、益々このような自主基準・
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自主規制が必要とされる。これは、事業者責任の観点からも有効であり、
消費者にとっても環境リスクの低減に対する事前知識がえられる点で、相
互にとってのメリットとなる場合である。しかし、このことは、「情報の
非対称性」という観点からみて、議論の余地が十分であることを前提にし
た場合である。
第二章　リスク社会に基づく規制システム
　　　　ー規制手法の転換一
　第一節　りスク社会の法的システム
　この章では、リスク「規制」の意義・必要性について検討する。まず誰
のために規制するか、またいかなる基準を持って規制するかという疑問が
生ずる。多くの経済学者は、「富の最大化」によって規制は正当化できる
ような理論を展開してきた。しかし、環境をめぐる安全に対するリスク分
野においていえば、とくに法学分野での研究実績は未だなお十分でなく、
社会におけるあらゆる「権利の配分」を正当化するためには、法学的アプ
ローチが必然的に考慮されなければならないと痛感させられる。
　一般的に、危険という場合、とりわけ経済学・統計学用語として使用さ
れ、人間の活動、生存には、不測事態による損失ないし災害はつきもので
ある。この場合の不測事態とは、事前に確実にはその生起を予見できない
ような事象の生起を意味する。そのような不確実にしか予見できない事象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）の生起によって被る損失もしくは収益減の可能性を、危険あるいはリスク
とも呼ばれている。このような状況（ある時は危険として、またある時はリ
スクとして扱う）から、法的システムとしてその理論的な可能性を検討す
る。第一章第一節で述べたように、警察4原則がそのまま環境・食品リス
ク分野に適用するか否か、あるいは適用できる範囲がどの程度かを検証す
る。
　まず、リスク概念についての整理が必要であると思われる。リスクと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27〉は、人間にとって好ましくない結果が生じる可能性をいう。また環境省の
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見解によると、リスクは、一般的にはr人間の生命や経済活動にとって望
　　　　　　　　　　　　（28）ましくない事態が発生する可能性」と認識（理解）されている。この「リ
スク」の概念は、将来発生するであろう望ましくない事態を想定してその
対策を講じる際に、複数のリスクの中で優先的に対応しなければならない
リスクを決定したり、個別のリスクの大きさにあったリスクマネジメント
手法を決定するためのものである。一般にリスタの大きさは損失期待値と
して表される。損失期待値とは、リスクの「発生可能性」とその「損失の
　　　　　　　　　　（29）大きさ」を乗じたものである、と定義付けられる。リスクの概念は、環境
分野、身体、財産への弊害が直接・具体的に関わるか否かによって用いら
れる。一方で、危険概念は、侵害が具体的に切追している状況の下で、社
会システムとして対応していることから、危険概念より広範囲である。す
なわち、法益として「危険」とは、ある蓋然性をもって見込まれるべき事
件の発生が阻止されずに発生した場合における、ある状態または行態（作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）為・不作為を含む〉が警察上の保護法益を侵害することである。また、伝
統的な警察法以来、「危険」は、事態の経過が今後妨げられないとして、
ある行為や状態が十分な蓋然性をもって公の安全・秩序の保護法益に損害
　　　　　　　　　　　　　　　（31）をもたらすような危険性として理解される。その反面、危険概念を超えた
今日環境行政法レベルで注目されている「リスタ」とは何かである。環境
リスクを理解するために、事前知識として把握すべく既述のように身体・
財産にかかる問題は既存の法枠組みで解決できる部分は多いと思われる。
とりわけ環境公害訴訟の経験から「環境リスク」対する行政法の役割は増
して重要になっていると思われる。
　このような予防・積極的な性質を有するリスクに対する管理は、社会的
規制（直接規制）としてさらに法的システムとしていかなる媒体を用いて
確立できるか否か、重要な課題である。これに関する解決は多くの専門分
野による実績や経験を要するが、法的レベルで説得力ある認識が最小限必
要であると思われる。なかんずく市場の失敗という経済分野はもちろん今
日社会規制の緩和という思潮のなか、市民の健康・安全・環境確保という
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　　　　　　（32）従来の社会的規制の本質とは何かが問われている。私見では、市民の健康
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）維持のべ一スには、社会福祉増進が根底にあると思われる。
　そして、リスク防御に関しては領域別の把握も重要であるが、法的シス
テムとして確立させる方法として、次の五つの点が挙げられる。第一に、
情報の非対称性に対する解決は、情報偏在に関する調整が必要である（情
　　（34）
報的手法）。第二に、環境・労働領域で問題になっている外部性に対する
調整である（調整的手法）。後者は、環境分野での問題あり、前者は、消費
者保護に関する法律、食品衛生関連法分野などがそれにあたると思われ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）る。それ以外、第三に、経済的手法、第四に、支援的手法、第五に、合意
　（36）
的手法がある。
　第二節　リスク管理設定システム
　今日の環境法、リスク安全行政をとりまく状況の特徴は、環境への影響
を伝統的な因果関係に基づき十分な内容をもって予測することが、以前に
増して困難になってきていること、および、そこには不測の事態による損
害発生の危険性、すなわち不確実性あるいは「環境リスク」といわれるも
　　　　　　　　（37）のが必然的に随伴することである。ここでは、法としてリスク管理をいか
にするかを採り上げる。
　規制対象の設定、それによって規制基準が明確に定められなければなら
ないが、如何なる基準（規制戦略）を用いて実効性が担保されうるか問わ
なければならない。すなわち、より具体的にいえば、規制の計画や実行
（regulatory　arrangement　and　perfomance）が議論される際には、一般的
に共通性をもつ判断基準を用いることによって、より妥当かつ説得力のあ
る規制への評価が確保できる。ここではRobert　Baldwinがいう「良き規
制とは如何なるものか」に照らして検討する。彼は規制行為・規制体制が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38〉支持に値するか否かの討論において説得力もつ以下の五つの判断基準を提
示している。
　①規制行為あるいは規制体制が立法機関の支持を受けているか否か、②
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説明責任について適切な機構が存在するか否か、③手続的公正、参加権、
公開であるか、④規制者（当局）は十分な専門性（expertise）に基づいて
実行しているか、⑤規制行為・規制体制は効率的であるか否かの尺度を持
って評価する。すなわち規制評価に関して果たすべき規制者の役割を前提
条件として説明する必要があると考える。
　そしてリスクに対する安全政策の観点からリスクそのものに関し、区別
を行う作業が浮上してきている。ドイツでは、事前配慮形態として1980年
以降の支配的な見解は、「危険予防」、「リスク事前配慮」、「残存リスク」
　　　　　　　　　　　　　　　　（39）の三つに分割して理解すべきことを明確にした。さらにリスク安全予防の
観点から大きく三つに分類し、リスク規制対象となる境界の線引き作業が
必要となる。すなわち、耐容可能なリスク、許容不可能なリス久許容可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）能なリスクに分けて規制当局は規制しようとする枠組みである。
　さらに、社会的サービスとしての「危機管理」というのは、恒常的に政
治的要素と絡んでいる。資本主義社会において社会的諸過程はほとんど例
外なく政治的干渉と支援に基づいて生じている。「リスク管理」を福祉国
家における組織的構造を基に分析してみよう。社会学でいう規範システム
の前段階の政治的要素は、①経済システム、②政治・行政システム、③規
　　　　　　　　　　　　　　　（41）範（正当化・社会化）システムに分けられる。要するに、政治・行政シス
テムは経済システムに規制サービスを提供する反面、経済システムは政
治・行政システムに財源を投入する役割を果たしている。一方、規範（法
律）システムは、市民（国民）に義務を負わせると同時に、政治・行政シ
ステムは福祉サービスを市民に提供する構造になっているといえる。ここ
でリスク社会に求められる法システムの役割は何であるかを考えなければ
ならない。法システムは、訴訟の結果、「実定性」が確認できる一方、法
の社会学的意義は、なかんずく「リスク社会」に対応すべく機能というの
は法の決定（施行）により規範性が生じる「規範性（将来に向かっての規
制）」。これを法は、過去に遡って作られたともいえるし、未来に向かって
　　　　　（42）規定されている、と解すべくリスク（安全）行政は今後市民の安全性確保
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に期待しうる領域であると思われる。
　リスク管理システムの法的な要求は、近年、行政機関の権限不行使のた
めの被害を受けた者が国家賠償をする場合も、いわゆる法益要件、予見可
能性、結果回避可能性および期待可能性の四要件が充足されなければ、作
為義務が発生せず、権限の不行使を違法と評価することはできないとする
裁判例が増え、それを支持する危険管理ないし危険防止責任論も有力に唱
　　　　　　（43）えられてきている。このように国家賠償問題をめぐる危険防止責任にも一
定の基準をもって解決する方向にあるが、本稿では、「リスク社会」に基
づいた規範の枠組みに関する点での解決すべき提案を後述のように自主規
制・安全性に関わる事例（第四章）を用いて検討する。
　第三節小括
　危険のラインを基準として一般化することも極めて困難な状況のもと
で、また、様々な原因が複雑に絡み合うという要素も、自然環境や生態系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）への影響メカニズムやプロセスをより一層不透明なものとしている。すな
わち、古典的な警察的規制の手法は、そのままの形では維持することがで
きない。
　また、リスク管理を実施していく際に、すべてのリスク安全領域に一定
の手法を用いてあるリスクを除去するのは不可能である。行政法レベルに
おいても「生命・身体に関わる事柄として薬品・食品行政を介して環境問
　　　　　　　　（45）題として把握できない」対象もありうるとの認識に立ったリスク除去手法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）は学際的な検討が最も重要になってくると思われる。社会的規制として法
の枠組みのなかでの解決につき限界が見られる典型的な領域は、リスク安
全行政領域において顕著であると思われる。また、このような分野は、誰
の目にもはっきりと因果関係が明らかにならないうちに未然に防ごうと
（47）
するので、リスク管理を必要とする物質・性質ごとに分けたうえ政策的な
観点から統制が求められるのである。すなわち、運用の面では、①耐容可
能なリス久②許容不可能なリス久③許容可能なリスクのような、リス
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ク除去のため優先順位の基準にして判断しなければならない。
　また、既述したようにリスク除去の手法として従来から重要な地位を占
めいている規制的手法に加えて、情報的手法、経済的手法、調整的手法、
支援的手法、合意的手法を適切に分野ごとに検討したうえで、運用するこ
とが望ましいと思われる。したがって、従来の規制のあり方であった直接
的規制、すなわち、その性質は、「信頼保護、不可争力、国家の決定の際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48〉の責任と権利保護を、上記の手法に適合させなければならない」と考える
うえ、この直接規制手法に関して法解釈上、警察介入の限界を認識し、解
釈の方法によって柔軟に行政運用で応用する必要があると思われる。
第三章　リスク評価・管理に基づいた政策手段・原則
　まず、事前に述べると、1、費用便益分析（CBA＝Cost－Benefit　Analy－
sis）は、規制の結果を定量的、金銭的に評価する。2、ALARP（AsLow
AsReasonablyPracticable）は、リスクを“合理的に実行可能な限り低く”
評価する。3、ALARA（As　Low　As　Reasonably　Achievable）は、リスク
を“合理的に達成可能な限り低く”評価する。4、HACCP（Hazard
AnaIysis　Critical　Control　Point）は、危険分析・重要管理点である。5、
Precautionary　Principle（予防原則）は、リスクがあると予想される時、
その原因と予想される被害との因果関係が百パーセント証明できないとし
ても、合理的な範囲で未然に対策を取ることをいう。6、リスクコミュニ
ケーション（Risk　Communication）は、リスク情報を一般の人々と交換す
ることにより、規制の制定過程に一般の人々の意見を取り入れることをい
う。すなわち、一種の民主的参加の確保である。以下の事柄についてリス
ク評価・管理の原理の側面から検討する。
第一節　費用便益分析（CBAニCost－Benefit　Ana［ysis）
費用便益分析（Cost－Benefit　Analysis）とは、投入した費用と得られる
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便益を測定、対比してどの方法が最も効率的であるかについての意思決定
を行う際に用いる分析手法である。この分析は効率的な意思決定が可能に
なる方法として経済学で発展してきた。しかし、CBAは、生命の価値が
CBAによって妥当に評価されるかどうかについて議論されなければなら
ない。ここで問題は、このような手法を選択する際に費用と便益が不平等
に「配分」されていることを意味する。日本においてこのCBAが最初に
導入されたのは、1950年国土総合開発法以降、食料増量・災害復旧・水力
　　　　　　　　（49）発電目的で発展してきた。
　政府が行う公共事業の抑制、個別補助金に代えて総合的な補助金の導
入、事業の評価付けを計画において明らかにすること、「事業の実施の前
提において、それぞれ、できる限り客観的な費用効果分析ないし費用便益
分析を行い、その結果を公表することにより、公共事業の決定過程の透明
　　　　　　　　　　　　　　　　（50）化及び評価の適正化を図ることは画期的な手法」である。
　この手法の長所は、環境に対し施策等がもたらす「社会的便益と社会的
費用を（貨幣価値に換算できる限り）一つの指標の中に組み込むことができ
るため、結果についての判定が明確になる点である。また、複数の施策等
のオプションについて、同じ費用便益分析手法が適用されれば、その結果
を相互比較することが可能である。さらに、前提条件（需要のトレンドな
ど）の変化が分析結果にもたらす影響をシミュレーションすることが比較
　（51）
的容易」にできる。
　しかし、環境影響評価法をはじめ、多くの実定法には政策立案段階にお
いては住民の意見、参加が現実的に不可能となっている。すなわち、ドイ
ツにおける計画策定手続のような法的システムは従来から導入の必要i生が
指摘されているが、未だ実現の可能性は程遠いことである。
　そして費用便益分析の欠点と言われるが、CBAを適用して政策判断を
積み重ねる結果、費用と便益とが不均等に人々に分配されるおそれがあ
る。元来CBAは、社会資源の配分の効率性を判断（判定）する手法であ
る。しかし、法律上の議論でいえば、配分（分配）の平等は、CBAでい
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う効率性と異なる独立した経済的福祉の評価軸である。配分の平等の構成
は、社会の中で得られる所得・便益・費用からなる経済的な側面を強調す
る。要するに、効率性は法的な平等配分と必ずしも一致しないといえよ
う。
　さらに経済政策の多くの部分が、効率と配分との対立に関わる。例え
ば、累進税の場合、所得が多い人々から少ない人々への再配分を図ろうと
する。しかし、「効率」という観点から矛盾する側面を有することになっ
てしまい、所得の多い人に対し労働意欲を低下させるおそれがある。ま
た、問接税についても同様に贅沢品に高い税を課せると需要が低下してし
まう結果になる。経済福祉観点からも説明しきれない状況が生じる。
　そして臓器売買の非倫理性についてのCBAによる分析は、何より人間
　　　　　　　　　　　（52）の尊厳が最も重要であることを現している。すなわち、通常、「公正」、
「正義」、「衡平」の範疇にいれ、あえて効率性を図らない。上記のように
経済学においても対立する価値を「人権」、「倫理」という単純な解答しか
しないまま効率性を避ける。近年、とりわけアメリカ（大気浄化法）やイ
ギリスの大気環境戦略の評価に健康便益に対する貨幣の評価を放棄した例
　　　　　　　　　　　　　　（53）からCBAに関する修正が行われていることがわかる。なぜ倫理を問わな
ければならないか、すなわちCBAに倫理性を考慮する理由というのは、
CBA分析者の徹底した数字だけの計算（これが従来のCBA分析者の認識で
あった）に頼らない意味を含んでいると考える。
　第二節　ALARP（As　Low　As　Reasonably　Practicable）の原則
　リスクは少ないに越したことはないが、ゼロリスクを実現することは非
　　　　　　　（54）常に困難になっている。ゼロリスクが困難だとすると、リスクマネジメン
トの立場からは、どこまでリスクを削減するのが適切かという問題が生じ
る。もし、「無視し得るリスク水準」もしくは「社会的に許容可能なリス
ク水準」というものがあるのなら、その水準までリスクを削減するという
方法が、リスクマネジメントのひとつの考え方としてあり得るであろう。
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このように、一定のリスク水準を定めて、それ以上のリスクだけを削減す
るという考え方は、「等リスク原則」と呼ばれている。
　例えば、10万人に1人の割合（10－5の確率）で一生涯に追加的にそれが
原因で死亡する水準を基準にして、それぞれの原因のリスクをその水準ま
で減らそうという考え方がこれにあたる。現在の日本の、閾値のない物質
の大気環境基準は、このリスク水準によって決められている。
　このように、単一のリスクの境界値を決めて、リスクがそれを上回れば
対策を実施し、下回れば対策を実施しないという意思決定の考え方は、非
常に簡明で便利な枠組みである。しかし、その単一の水準をどのように決
めるのかという問題は残っている。これを一律に決定するのは容易なこと
ではない。例えばイギリスでは、耐容可能なリスク水準というのはおよそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）10－3から10－5までの幅を持った概念と考えられている。この範囲の中で
どこまでリスクを実際に削減するのかということについては、「無理なく
減らせる限界まで低く」するというアプローチがされている。この考え方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）はALARP原則（As　Low　As　Reasonably　Practicable）と呼ぶ。
　そして「等リスク原則」の問題点は、リスクに関して他の価値を総合し
てひとつの指標による定量的な評価することは望ましくないことにあろ
う。問題ごとに「福祉」の基準が異なるため、諸価値をすみ分けて評価す
るほうがより福祉に合致する。すなわちイギリスの「許容不可領域」と
　　　　　　　　　　　（57）「耐容可能リスク」の例である。すなわち、あえて総合的に評価せず、規
制対象物の範囲をいかに判定するかを決める方法を選択する。限界はある
ものの、効率性と他の価値との対立を処理できるひとつの手法になる。さ
らに、ALARP原則によって「等1，スク原則」の問題を解決手段としてあ
らわれた改善策は、第一に、管理する対象物の定義によってリスクの大き
さが変わってしまうという点である。例えばベンゼンとダイオキシンを等
リスクの10－5という水準で管理するという場合を考えよう。この場合、
ベンゼンは単一の物質であるが、ダイオキシンというのは様々な異性体の
集まり、つまり異なる物質の集合に対する総称である。そうすると、ベン
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ゼンとダイオキシンを同列に扱うのが適切であるのかどうか疑問が生
（58）
じる。言い換えれば逆にダイオキシンをベンゼンと同様、個々の物質（異
性体）ごとに等リスクで管理しようとすると、ダイオキシン全体のリスク
は10－5水準を越えることになり、それが適切であるのかどうかという問
題がでてくるのである。第二の問題は、等リスク原則はリスクの減らしや
すさを評価できないという点である。物質によっては、そのリスクを容易
に減らすことができるものと、それを避けることが困難なものがある。そ
れらを等リスクで管理することが合理的であるかどうかは疑問である。す
なわち、複数の物質を無理なく減らせる限界まで低くするというアプロー
チによって合理性が担保される。このようにALARP原則は、数字によ
って一定の目標値を定める面では、「等リスク原則」同様の手法であるが、
対象を異にする物質を一律に取出して管理するのではなく異なる範囲で環
境的負荷を低減する方法である。
　第三節　ALARA（As　Low　As　Reasonably　AchievabIe）の原則
　リスク安全目標をいかに設定するかについての手法として、ALARA
　　　　　（59）を用いるケースがある。オランダでは、1980年代より一般環境政策とし
て、危険な物質を用いる行為により周辺地域に望ましくない影響を及ぼす
場合については、可能な限り発生を防止し影響を抑えるべく意思決定のた
めの定量的安全基準の検討が行われてきた。社会的リスクに対し、「ある
行為がそれから生ずる経済的、社会的ベネフィットとは無関係に許容され
ない」というリスクの上限値があり、「追加のリスク削減がもはや正当化
されない」というリスクの下限値（無視しうるレベル〉が定義されてきた
　　（60）のである。これらの限界値の間は、合理的に達成可能な限り低く
（ALARA）する要求がなされることになった。すなわち各々の危険性のあ
る発生源や活動に対して、受容される個人リスクの上限値は100万人に1
人の割合／年と決められた。例えば、原発施設に住む近隣住民へのバック
グランドリスクの1％だけ増加を許容するという考えのもと決められたも
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ので、基本的に産業分野共通の基準となっている。さらに、原子力発電所
に対する定量的安全基準は災害が一度生じた場合における損害や影響の重
大性に鑑み、原子力法上の安全施策においては警察上の安全より積極的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61〉リスクを縮減する措置を講ずることが法的に望ましいことから、より厳し
い管理が成立されたのである。なお、無視しうるレベルを定めるには、一
般公衆によるリスクの認識およびリスクの受容性が考慮されねばならない
という認識や、ALARAの原則を通じて、望ましいリスクレベルが個々
の活動に依存することから個人リスクと社会リスクのいずれに対しても現
在では破棄するとされている、との未知の科学・認識の限界から原子力行
政に投入したのである。
　次に食品分野における総合衛生管理製造過程システムについて目を転ず
る。
　第四節　総合衛生管理製造過程（HACCPシステム）
　一　総合衛生管理製造過程による衛生管理
　総合衛生管理製造過程は、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第7条の
3において、「製造又は加工の方法及びその衛生管理の方法について食品
衛生上の危害の発生を防止するための措置が総合的に講じられた製造又は
加工の過程をいう」と定義されている。食品衛生管理におけるHACCP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）（HazardAnalysisandCriticalControl　Point；危害分析・重要管理点）システ
ムは、衛生管理およびその前提となる施設設備の衛生管理等を行うことに
より、総合的に衛生が管理され、食品の製造又は加工していく過程を意味
　　（63）
している。現在、総合衛生管理製造過程の対象食品としては、乳・乳製
品、食肉製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品（いわゆるレトルト食品等）、
魚肉練り製品及び清涼飲料水が政令で指定されている。承認状況は、平成
　　　　　　　　　　　　　　　　（64）14年1月末現在、454施設、990件となっている。
　HACCPの概念は、1960年代に開始されたアメリカの宇宙開発計画に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）おける宇宙食の開発にあたって用いられた手法である。
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　食品安全分野では、食品の安全を確保するため、リスク対象となる食品
の製造過程全般に及ぶ流通、生産等において、食品の安全性に関わる重要
な危害を確実に統制するためのHACCPの原則に従って用意された計画
である。この手法は、一般的衛生管理プログラム施設設備の構造、保守点
検・衛生管理機械器具の保守点検・精度管理・衛生管理、従業員の教育訓
練、製品の回収等の衛生管理の基礎となる一般的衛生管理事項がその対象
となる。これら事項は、モニタリングと改善措置を原則的に必要とする試
験検査における管理事項とは異なる。危害原因物質（hazard）とは、食品
中に存在することによりヒトに健康被害を起こす可能性のある生物学的、
化学的、または物理的因子のことをいう。また、危害分析（Hazard　Ana1・
ysis：HA）は、危害とその発生条件についての情報を収集し、評価するこ
とにより、原料の生産から製造加工および流通を経て消費に至るまでの過
程に含まれる潜在的な危害を、その起こり易さや危害が起こった場合の重
篤性を含めて明らかにし、さらに各々の危害に対するコントロールの方法
を明らかにする方法をいう。
　重要管理点（Criticai　Cotrol　Point：CCP）は、危害発生を防止するため、
また発生の恐れを低下させるために必ず管理しなくてはならない場所（工
程）を決定する。すなわち、食品の生産過程においては、その工程を管理
しないと後の工程ではその危害を防止することができない工程（重要管理
点）を決定し、特に厳重に管理する必要性から危害の発生を未然に防止す
るためにコントロールできる手順、操作、段階のことをいう。また、原材
料の生産と受け入れ・製造加工・貯蔵等の食品製造の全過程における適切
な箇所に設定されなければならない。この手法は、さらにモニタリング
（Monitoring）CCPがコントロールされているかどうかを確認するために
観察、測定、試験検査を行う。すなわち、観察、測定、試験検査の対象と
しては、短時間のうち、正確な結果が得られ連続的に監視できる事項が理
想的であり、このようなものとしてpH、温度、時間、圧力、流量のパラ
メータが掲げられる。また、管理基準（Critical　Limit：CL）は、決定した
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重要管理点（CCP）において食品の安全性を確保するために十分な製造工
程での管理基準の範囲を設定し、危害を管理する上で許容できるか否かを
区別するモニタリングパラメータ基準をいう。このEACCP制度では、
工程水準といい、危害管理のための目標を達成するために設定する原材料
及びある工程における半製品に許容できる危害原因分析の量をいうことを
設けている。また、改善措置（Corrective　Action）におけるモニタリング
の結果、パラメータがCLを超えた場合、CCPが適切にコントロールさ
れていない事が認められた時に講ずる措置である。さらに、この制度は検
証プロセスを用いている。検証（verification）とは、HACCPプランにし
たがって行われているかどうか、HACCPプランに修正が必要かどうか
を判定するために行われる手法、手続、試験検査をいう。次にこの手法の
過程内容について触れておく。
　二　HACCPの手法の内容
　HACCPシステムによる衛生管理は、最終製品の検査に重点をおいた
従来の衛生管理とは異なり、食品の安全性について危害を予測し、危害を
管理することができる工程を重要管理点として特定し、重点的に管理する
ことにより、製品の安全確保を図るという方法である。具体的には、食品
　　　　　　　　　　　　　　　　（66）関連事業者によって行われるのは以下である。
　①食品の製造又は加工工程のあらゆる段階で発生するおそれのある食品
衛生上の危害について調査・分析（HA）し、製造又は加工の各工程にお
いておこる可能性のある危害を特定した上で、その防止措置を特定する。
②このような分析結果に基づいて、防止措置のうち、危害の発生を防止す
るため、連続的又は相当の頻度でモニタリングして、管理状態を確認しな
ければ、製品の安全性が確保されない工程を重要管理点（Critical　Control
Point：CCP）として定める。③管理基準の設定を行う。④重要管理点が常
に管理されていることを確認するため、集中的かつ常時、モニタリングを
行う。⑤重要管理点の管理状態が不適切な場合には、速やかに改善措置を
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講じる。⑥その管理内容をすべて記録する。⑦HACCPを適用した製造
又は加工の過程が的確に危害をコントロールしているか、規定されたとお
り実施されているかを定期的に見直すことにより、最終製品全体の安全を
保証するものである。
　近年、食品の安全性に関わる重要な危害を確実に統制するための
H：ACCPの原則は、食品安全に対する市民の意識変化のなか、事前管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67〉手法として地方団体においても条例で活用する傾向がみられる。
第五節　予防原則（Precautionary　Principle）
　予防原則をめぐる当初の概念の核心には、社会は注意深い将来計画によ
って環境を傷つけることを避けるべきであり、潜在的に有害な活動を阻止
すべきであるという考えがあった。さらに、この概念はドイツ環境関連法
の基礎的な理念に発展し、多くの環境問題に取り組む政策に援用されてき
　（68）
ている。また、その後、予防原則（Precautionary　Principle）は多くの国
際条約や協定などで、環境問題の解決のために取り入れられた経緯があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）る。しかし、国際法上では宣言的意味を持つに過ぎなかった。欧州では、
その予防原則が、おそらく初めて実定法上の概念として登場したのが、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（70）2002年1月に採択されたEUの「食品一般原則規則」である。この食品規
　　　　　　　　　　　　　　（71）則は、EC法にいう「規則（regulation）」であるため、構成国および域内
のすべての者に対して直接に適用され（EC条約249条）、EU諸国の国内立
法と同じく直接に公法・私法の関係に影響を及ぼしている。EU食品規制
7条では、「利用可能な情報の評価に従って、健康に対する悪影響の可能
性（possibility）は識別されるが、科学的な不確実性が残存する特定の状
況において、包括的なリスク評価にとって必要な更なる科学的情報が提供
されるまでの間、共同体内で選択された高い水準の健康保護を確保するた
めに必要な暫定的リスク管理措置を採用することができる。〔7条1項〕」
とされている。この予防原則の実体的権利性は、多くの課題を残している
が、厳格な法律の解釈・適用（過去に起きた事実を法律に適用する裁判、r過
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去裁判」）を念頭に置くと、このような不明確な基準を公的機関が適用す
ることを裁判所が審査することができるのか疑問とされるであろう。しか
し、現在では、より広い問題が裁判所で審査することができると考えられ
ており、過去に起きた事実だけでなく、争点となる措置の将来的影響など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（72）も裁判所が考慮することができると言われている。
　第六節　リスクコミュニケーション（Risk　Communication）
　リスクコミュニケーションは、リスクを避けるためにあるリスク情報が
求められるのではなく、リスクがあるとの前提の上で、それにつき知らさ
れなければならないと考える人が増えてきている実情、さらには個人では
回避することのできないリスク問題についての社会的合意を得る過程が重
視されるようになったという経緯から、リスク削減に重要な意思過程で
（73）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）あるといえる。アメリカでは、1976年にラブカナル事件をきっかけに発展
してきた。
　現代のリスクコミュニケーションヘの理解の背景には、「民主主義的考
え方、知る権利、アカウンタビリティ、インフォームドコンセント、情報
公開等の台頭がある。しかし、それだけではなく、社会がリスクマネジメ
ントしなければならないリス久人々が関心をもつリスクの種類が多様化
　　　　　　　　　　　　（75）し、その特性が変化してきたこと」もあげられる。日本における土壌環境
保全のために制定された土壌汚染対策法では、土壌汚染対策手法としてリ
スクコミュニケーションを、「①化学物質全般に対する有害性と排出・廃
棄量の情報、②焼却炉から排出されるダイオキシン類による環境リスク、
③環境ホルモン物質の有毒性や排出量の情報、④産業廃棄物処分場におけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（76）る汚染の実態と環境リス久⑤土壌・地下水汚染による環境リスク」を管
理する趣旨で取り入れた。
　そして、リスクを科学的に洗い出し、そのリスクを軽減、回避、未然防
止するものであり、戦略的にリスクマネジメントシステムを構築すること
が重要であると考える。その他、経済分野では、企業経営に伴って多くの
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「リスク」と直面し、そのマネジメントのための判断をその都度行ってき
た。これをより意識的、科学的に実施していくことにより、効果的判断が
可能となるだけでなく、判断プロセスが透明となってリスクマネジメント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（77）手法を誰もが使えるものへと変化させることが期待できる、と思われる。
　第七節小括
　この章では、政策手段として考慮すべきいくつかの原理・運用実態につ
いて論じた。しかし、上記の諸原理が必ずしも実定法レベルで斜酌されて
いるわけではないが、今後具体的な場面に適用しうる余地を理論化しなけ
　　　　　　　　　（78）ればならない。政府給付制度に加え、リスク（安全性確保）発生に対する
事前管理のための上述した政策・経済的な原理以外に、市場原理（メカニ
ズム）を利用した手法がある。すでに欧州では、ドイツ、デンマークなど
で多用されている各種の公害排出課税（emission　charge　or　effluent
charges）、課徴金、預託金制度、そしてドイツで大気汚染に導入されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　（79）る排出枠（量）取引制度が代表的なものである。本稿では、公害排出税に
関しては紹介にとどめ、今後の課題にする。
第四章　事例検証一自主基準・安全性に関する判例を
　　　　中心に一
　第一節　【事例1】デジコン電子株式会社対目本遊戯銃協同組合損害賠
　　　　　　　（80）　　　　償請求事件
　まず、本件の事実の概要について説明する。日本遊戯銃協同組合（被
告＝Y1、以下「組合」。同共同組合理事長＝Y2）は、エアーソフトガンの安
全性確保の目的のため、通商産業省（現在の経済産業省）の行政指導によ
り既存のエアーソフトガンの製造者による団体である日本モデルガン製造
協同組合とエアソフトガン協議会が合併して1986年（昭和61年）に誕生し
た団体であり、中小企業等協同組合法に基づく協同組合として独占禁止法
2条2項3号に該当する事業者団体である。この事件で右組合は、エアー
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ソフトガンのユーザーが一般により強力で実銃に近い性能を有する製品を
嗜好するため、製品の威力について自主規制を設けなければメーカーが競
って威力のある製品を開発することになり、その結果消費者の安全を損な
うこと、また、1977年（昭和52年）における銃刀法改正によってモデルガ
ンの所持販売の規制が強化されたことに伴いモデルガン業界が壊滅的な打
撃を受けたことなどから同様の法規制をエアーソフトガンが受けることを
回避する目的のもとに、既存の自主基準を統一し「エアーソフトガン自主
規約要綱」を作成した。本件は、右自主規制（要綱）の自主基準をめぐっ
て問題になった事例である（原告＝デジコン電子株式会社）。
　本件自主要綱では、エアーソフトガンにより発射された弾丸の運動エネ
ルギーが常温において0，4J以下、エアーソフトガンの弾丸（BB弾）の材
質はプラスティックで重量は0，2グラム以下とする自主基準を定めている。
さらにこの自主基準に適合する製品について、合格証紙（ASG：Kマーク）
を貼付することとした。しかし、この自主基準が制定されたにもかかわら
ず、組合員の中には、強力なエアーソフトガンの製造を行うものが多かっ
た。この自主基準を満たすかどうかについては、組合が検査を委託した社
団法人日本猟用資材工業会および財団法人日本文化用品試験所による検査
を経て合格した製品に対し合格証紙を有償で配布するシステムになってい
たが、自主基準に違反する組合員は、まず自主基準に適合した製品で検査
を受け、一旦合格証紙の発給を受けてから基準に違反する製品を製造する
ために、実際には、自主基準に違反した製品がASGKマークを貼付され
て販売されているのが実状であった。また、このような事態を防止するた
めに年に一度試買検査をすることが定められていたが、実際には殆んど行
われなかったために、このような違反行為は半ば公然と見過ごされていた
のであった。事業者団体が定める自主基準は、以前から議論はなされてき
たが、その適用が独禁法との関係で実際に問題になったのは本件が恐らく
　　　　　　（81）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（82）最初の事例である。さらに本件では、組合内部の運営の問題点もあった
が、ここでは、自主基準の法的適合性についてのみ検討する。
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　本件では、法的規制を回避するために、通商産業省の指導の下で組合の
自主基準が設けられたことは前記判旨の事実認定の通りである。しかし、
本件のように自主規制が反競争的に用いられることなどが起こりうること
などから、法的規制が必要なものについては法により規制し、そうでない
ものについては、通商産業省の安易な関与によってあたかも、当該自主基
準が公的基準であるかのような誤解を招かないようにすべきである、と判
じた。仮に本件における組合の自主基準が実施方法において合理性があっ
たとしても、自主基準に適合しない商品を製造販売する非組合員に対する
取引拒絶要請を正当化し得ないと解するべきである、とした。
　遊戯銃には衝撃度合についての法律上の規制があり、これに上乗せし
て、同組合は法的基準よりも厳しい自主規制を行っていた。すなわち遊戯
銃メーカーが、法的基準以下ではあるが組合の自主規制を超える製品を販
売したところ、組合は卸・小売業者に対して、当該製品を販売するなら
ば、その他の組合所属メーカーの製品を供給しないと脅して、当該商品を
市場から排除した。実際の規制においては、私的独占でも不当な取引制限
でも、行為要件に該当し、かつ「競争の実質的制限」（市場要件）に当た
る場合にのみ規制が発動される。「競争の実質的制限」に当たることだけ
で違法とされるわけではない。「競争の実質的制限」の判断基準のうち最
も重要な市場構造基準のうち、特にシェアが高い企業でも、具体的な行為
がどのようなものであったかが問われる。シェアが高いという状態だけで
は、独禁法違反にはならないと判断した。
　自主規制に参加する構成員によって、危険を生じさせないように自主的
な基準の遵守を強制する場合において自主規制は、行政側の規制より迅速
で、かつ、実効性が担保できる。また、市民の健康・生命に被害を及ぼす
製造物などに対して公的規制（法律・条例）の設定の前段階においてリス
クを防止できる面では、既述したとおりであるが、独占状態にある事業者
　（83〉
の場合、ある商品の安全性に関しては行政機関より「専門性」や「ノーハ
ウ」を生かした自主基準によって市民の安全性が確保できる場面が可能に
　　　　リスタ（安全）行政における政策管理手法についての一考察（李）　221
なるケースもありうると思われる。
　　　　　　　　　　　　　（84）　第二節　【事例Il】東京都屠畜場事件
　この事例も独占禁止法をめぐって争われた事件であるが、自主規制・事
業者の判断の範囲のみに限定して検討する。
　屠畜場は、食用に供する目的で獣畜を屠殺し又は解体するために設置さ
れる施設であり、その経営及び獣畜の処理につき適正を欠く屠食肉からの
衛生確保及び環境衛生上好ましくない事態が生ずるおそれがあるところか
ら、かかる事態を防止し公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的と
して屠畜場法（昭和28年法律第114号）が制定され、屠畜場の設置管理者又
は屠畜業者は、屠畜場使用料又は屠殺解体料（以下、これらを「屠場料」と
いう）の額の設定及び変更については都道府県知事の認可を受けなければ
ならず（同法8条1項）、右認可額を超える屠場料を受けてはならないと規
定している（同法8条2項）。かかる屠場料の認可制度は、公営中心主義に
立っていた旧屠場法（明治39年法律第32号）の当時から採られており、民
営屠畜場の適正な普及を企図する屠畜場法において右のとおり引き継がれ
たものであるが、その趣旨とするところは、屠畜場が公共的性格を有し、
独占ないし寡占に陥り易い性格の業態であって、顧客保護の必要があるた
め、申請に係る屠場料が高額に過ぎないか否かの判断を認可行政庁に委ね
ることとしたものであり、その限りで事業者の自由な価格決定は制限を受
けることとなるが、屠場料の認可額は個々の屠畜場ごとに異なるばかりで
．．　．．．．．．．．．。．．．．．．．．。．．9・・　　（85）　・・なく、その額の設定及び変更の申請に当たり各事業者による自主的、裁量
的判断の働く余地もあることは明らかである。また、独占禁止法2条1項
は、事業者とは、商業、工業、金融業その他の事業を行う者をいうと規定
しており、この事業はなんらかの経済的利益の供給に対応し反対給付を反
覆継続して受ける経済活動を指し、その主体の法的性格は問うところでは
ないから、地方公共団体も、同法の適用除外規定がない以上、かかる経済
活動の主体たる関係において事業者に当たると解すべきである。したがっ
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て、地方公共団体が屠場料を徴収して屠畜場事業を経営する場合には、屠
畜場法による料金認可制度の下においても不当廉売規制を受けるものとい
うべきである、とした。
　また、かかる事態を回避して集荷量の確保及び価格の安定を図るとの政
策目的達成のため、赤字経営の防止よりは物価抑制策を優先させることと
し、東京都一般会計からの補助金により赤字分を補填してきたことによ
る、というのである。料金認可制度の下においても不当廉売規制が及ぶこ
とは前記説示のとおりであり、また、公営中心主義を廃止した屠畜場法の
下において、「公営企業である屠畜場の事業主体が特定の政策目的から廉
売行為に出たというだけでは、公正競争阻害性を欠くということはできな
いことも独占禁止法一九条の規定の趣旨から明らかである」とした。この
事例において一定範囲程度の事業者による自主的判断を肯定していること
が分かる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（86）　第三節　【事例”1】東芝エレベータテクノス事件
　エレベーター本体は長期の使用を前提としており、部品交換等を内容と
する保守が必要となる。しかも、エレベーターの購入者が、これを他の機
種に交換することは極めて困難である。したがって、メーカーは、エレベ
ーターの所有者に対して部品供給をすべき義務を負うものであり、独立系
保守業者は実質上所有者の代理人として部品の供給を求めているのである
から、東芝製のエレベーター部品を一手に独占販売している控訴人も、所
有者や独立系保守業者に部品供給義務を負うものである。たとえ、本件に
おいて、安全性確保の必要を考慮する余地があるとしても、そのための手
段がすべて正当化されるものではなく、より競争制限的でない代替的な手
段がとられるべきであるとした。ここでは独占禁止法の観点については省
略する。
　ここでは各自主規制の正当化という観点から、設定目的によって事業者
に自主基準や自主的判断を認める場合があるとの解釈を示した。公益性が
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ある目的のためになされる行為に関しては一定範囲でありながら、その自
　　　　　　　　　　　　　　　（87）主基準を考慮する余地があると認定しているといえる。
　次は、「安全性」確保に関する事例を紹介したうえ「リスク」観点から
みた問題点について若干の示唆をする。
　　　　　　　　　　　　　　　（88）　第四節　【事例IV】食品衛生法違反被告事件
　この判決は、刑法60条、食品衛生法30条の2第1項、7条1項、2項、
昭和34年12月28日厚生省告示第370号食品、添加物等の規格基準に違反し
て、食品衛生法の除外事由がないのに、製造中の食品に対し、殺菌を目的
として放射線を照射することを共謀した理由で懲役刑の執行猶予になっ
た。本判決で消費者の安全を考慮する箇所を検討する。
　被告人らは安全性の問題について深く考慮せず、食品である野菜パウダ
　　　　　　　　　　　　　　　（89）一等につき放射線の照射を行った事例である。現代社会においては、食品
が工場で大量生産され複雑な流通経路を経て広範囲に販売され、他方末端
の消費者においてはその安全性を確かめる方途を有しないこと、しかも、
一旦大量生産、流通、消費される食品に起因する事故が発生するときは、
　　　　　　　　　　　　　　　　（90）その被害は広汎かつ深刻なものとなりがちである。
　そして、食品の安全性の確保につき単に食品製造業者に私法上高度の注
意義務を負わせるのみでは不十分であるとして、食品に起因する衛生上の
危害の発生の防止のために行政庁がさらに積極的に行政的規制等の権限を
有することとしている点に鑑み、右食品製造等にかかる行政的規制に際し
ては、前記の食品に起因する事故を防止するという目的の達成のため、絶
対的安全性が要求され、安全性に対し些かでも疑問のある食品は規制す
る、いわば「疑わしきは規制する」との原則が妥当するものと解すべきで
ある、とした。
　そこで、食品の衛生を確保し飲食に起因する事故を未然に防止するとい
う法の目的からみて、厚生大臣（現、厚生労働大臣）が、法七条に基づき、
食品を製造し、加工し、若しくは保存する目的で食品に放射線を照射する
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ことを認めるに当っては、公衆衛生の見地から、放射線照射による食品に
対する影響及びこれを摂取する人体に対する影響等を十分に研究して、そ
の安全性及び必要性を確認する必要があり（この点では前記のとおりいわゆ
るr疑わしきは規制する」との原則が妥当する）、右の見地から現段階におい
ては、食品一般の製造、加工及び保存基準において食品に対する放射線照
射を一般的に禁止し、被照射食品ごとの各照射条件における安全性が必要
かっ十分な科学的データその他食品衛生に関する資料等で裏付けられたも
のに関し、食品衛生調査会の答申を待って個別的に当該食品にっいて基準
を定め、この基準に適合する場合のみその使用を認めることとしているの
である。
　そのような理由で、現在においては、食品に対する放射線照射に関して
は、安全性が必要十分な資料により裏付けられた馬鈴薯に対する照射につ
いてのみ一定の基準を設けてその禁止を解除しているにとどまり、未だそ
の安全性が必要十分な資料により裏付けられていないその余の食品に対す
る照射は禁止されているところである、との解釈を示した。
　上記の【事例IV】は、「安全性」確保の観点から「リスク介入」を言及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（91）したともいえよう。この事例は、チクロ食品添加物指定撤回事件【事例
　　　　　　　　（92）V】やクロロキン事件【事例VHでいう「第三者（消費者）の保護」をめ
ぐる事例として扱うこともできよう。
　第五節小括
　産業界における自主規制の基準が如何なるプロセスを経て成立されてい
るかについては、各業界ごとに任されている。しかし、その基準が裁判に
なった場合、「自主規制」の法的判断が問われることになる。リスク安全
行政にかかわる事柄として【事例1】、【事例II】、【事例皿】で見られるよ
うに、各自主規制の正当化という観点から、設定目的によって自主基準を
認める場合があるとの解釈を示しており、公益性がある目的のためになさ
れる行為に関してはその自主基準を考慮する余地があると認定していると
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思われる。訴訟の場面において、「法的な安全基準・処理基準がない場合
に、民間の基準を適用すべきであるかどうか、あるいは直接適用すべきで
はないとしても“考慮要素”として斜酌すべきかどうか、斜酌するならど
の程度までか、といったことが問題となろう。他の自主規制手法として、
例えば、農業協同組合（農協）に対して、法的な安全規制権限を与えた上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（93）で、行政が後見的に管理ないし組織的にチェックする手法」が考えられ
る。
　また、「安全性」確保の観点から検証した【事例IV】、【事例V】、【事例
VIlの事例にように、リスク発生の防止のために、行政庁が積極的に行政
的規制等の権限を有することとしている点に鑑み、行政的規制に際して
は、リスク発生に起因する事故を防止するという目的の達成のため、安全
性が要求され、安全性に対し「リスク介入」が必要であり、積極的な権限
が求められると思われる。
結びに（今後の展望を踏まえて）
　まず、本稿で検討した環境リスクに関して考えてみる。従前のいわゆる
「公害問題」をめぐって争われた時代では、「環境や人の健康や安全に関す
る損害が目に見える形で比較的早く顕在化し、また被害者・加害者・損害
の特定が容易であり、因果関係も明確であるため損害の予測（数量化）が
　　　　（94）容易であった」。しかし、公害時代のリスクは、閾値のあるリスクであり、
行為と損害との間の因果関係が明確になれば、当該「危害」を「安全」領
域（閾値以下）まで削減するように規制を行うというリスクマネジメント
手法で効果をあげてきたといえる。このようなリスク安全分野を行政処分
のレベルにおいて応用することが重要である。行政法学レベルではすでに
事前手続の充実という観点から、すなわち、原子力行政では、多くの学者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（95）によって原子力政策に関して包括的・総合的に評価すべきである、との提
言がなされていたことに注意しなければならない。
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　従来「警察概念」は、様々の国家作用あるいは行政作用の一つに過ぎな
かった。それ故、学問上においても抽象的な説明にとどまり、市民の安全
性確保の観点から問題が生じてきた。今後、行政法レベルでの保護法益の
不可逆性・情報の非対称性に配慮しつつ、予防・積極的な性質を有する
「リスク」（安全）規制の下で、行政運営をどのような手法をもって形成し
ていくか、さらに、社会的規制としての行政システムはいかなる媒体を用
いて確立できるかが重要な課題である考える。このような観点から導き出
せる解決は多くの専門分野による実績や経験を要すること、なかんずく、
法的レベルでの説得力ある認識が必要であると思われる。その根拠は、今
日、市場の失敗という経済分野はもちろん、社会規制の緩和という思潮の
なか、市民の健康・安全・環境確保という従来の社会的規制の本質はなに
かが問われているからである。簡単にいえば、市民の健康維持のべ一スに
は社会福祉増進が根底にあると思われる。
　本稿で主に検討した日本においての自主規制は、かつて、多くの自治体
が企業との間で公害防止協定を結んで公害対策を進めた経緯がある。ま
た、「相手方の同意を必要とするために規制手法にない柔軟さがあり、規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（96）制的手法が導入しにくい領域でも導入できるメリット」がある。しかし、
既述のように自主規制のみをもって安全性の確保が困難な場合も当然あり
うるわけであるから、従来型規制手法との調和を行政運用上はかっていく
ことが望ましいと思われる。
　最後に、本稿ではリスクに対する法的防御手法として従来の警察行政の
理論の限界について分析した。環境・食品分野における問題点を踏まえ、
さらに行政介入の義務論から検討すべき「積極性」、「消極性」に関する把
握は必然であると思われる。ここでいう義務というのは、行政の義務であ
り、事実行為であれ、法的な規範であれ、リスクに対する被害発生を抑制
する手法（方法）の中から現在もっとも有効な行為義務を負うべきであ
る。要するに、今後リスク（安全）行政に対する特徴的な行政法の課題
は、法（法律）の目的であれ、手法であれ伝統的な警察行政法上の議論を
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もちいて新たな理論や政策設計をとらえられない問題が浮上していること
は確実である。また「新しい酒は新しい皮袋に盛れ」という意味で現れて
いるように、市民の認識の変化に即した社会的管理の下で統制すべき「新
しいリスク」領域（BSE事件、遺伝子組み換え食品、鳥インフルエンザ等）
に加え、従来のリスクとして、「伝統的なリスク」、「福祉国家的リスク」
に分類する必要があると考える。単純に境界線の線引き作業ではなく「リ
スク（安全）行政」分野の拡大に伴うなか本稿は幾つかの分野を取り上げ
ながら規制手法の新たな枠組みのために準備段階にとどまるに過ぎない
が、今後さらに法が予測している「リスク社会」における行政法学レベル
の「規制＝リスク」手法に関して解釈方法の拡大や手段・方法に関して詳
細に論じていきたい。
【脱稿　2004年3月23日】
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　Kar1－He量nz　Ladeur，Ellen　Vos（eds，）．Baden－Baden：Nomos，1997．pp．22－23．
（47）　中西準子『水の環境戦略』（岩波新書　2002年）B6頁参照。
（48）HニH・ドゥルーテ（ドレスデン工科大学法学部長）、川又伸彦（訳）「秩序法
　と自主規制の間の環境法」『自治研究』（715巻　第7号）58頁参照。
（49）宮野雄一「公共事業費用便益分析一制度と長良川口堰の分析」『環境と公害』
　（Vol。29No11999年）18頁参照。
（50）阿部泰隆「公共事業評価の法システム」『自治研究』（74巻第10号）11頁参照。
（51）政策評価研究会「政策評価の現状と課題～新たな行政システムを目指して～」
通商産業省大臣官房政策評価広報、平成11年8月の報告書65頁参照。
（52）　Robert　Baldwin　and　Martin　Cave，Understanding　Regulation　Theory，
　Strategy，and　Practice，Oxfor（i　University　Press（1999）．p277。
（53）
（54〉
（55）
（56）
岡敏弘「費用便益分析の倫理的基礎（第7章〉」前掲注（40）163～164頁参照。
中西準子『環境リスク論』（岩波新書　2001年）117頁参照。
岡敏弘「リスタ便益分析（第3章）」前掲注（40）52～53頁参照。
日本リスタ研究学会編『リスク学事典』（TBSブリタニカ　2000年）による定
義では、「リスタの大きさは段階的に変化していくものであり、無視できるほど小
　さいリスタもあれば、到底受け入れられない大きなリスタもある。これらの中間
に、無視できるほど小さくはないが、代わりに大きな便益が得られる場合や、削減
に莫大な費用がかかる場合には許容できるリスクが存在する。この幅の間にあるリ
スクについては、リスタの大きさに応じて、無理のない範囲でできる限り低くする
　よう改善努力を求めるという考え方」をいう。
（57）岡敏弘「リスク便益分析（第3章）」前掲注（40）50～52頁参照。
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（58）　岡敏弘「リスク便益分析（第3章）」前掲注（40）54～55頁参照。
（59）原子力安全委員会「原子力安全白書の概要」（環境白書13年版　平成14年4月）
参照。原子炉施設は、災害を防止し、公共の安全を図るために、放射線を遮へい
　し、放射性物質を閉じ込めることが要求されている。平常時においては、放射線被
ばくを合理的に達成できる限り低く［ALARA（As　Low　As　Reasonably　Achiev・
able）の原則］するための対策を講じ、また、異常時においても異常の拡大を防止
　し、過度の放射線被ばくを及ぼさないための方策を講じることが求められている。
（60）原子力安全委員会『原子力安全白書』（原子力安全委員会　13年版）171頁参
照。
（61）　高橋滋「環境リスタヘの法的対応」前掲注（11）279～280頁参照。
（62）元来、高度に安全性を保証するシステムとしてアメリカ航空宇宙局
（NASA）が中心となって策定された経緯がある。一般的に、ハサップ（HACCP：
Hazard　Analysis　CriticaI　Control　Po圭nt危害分析重要管理点）方式という。食品
の安全性を高度に保証する衛生管理の手法の一つで、具体的には、食品の製造業者
が原材料の受入れから最終製品にいたる一連の工程の各段階で発生する危害を分析
　し、その危害の発生を防止することができるポイントを重要管理点として定め、重
点的に管理することにより、製造工程全般を通じて製品のより一層の安全性を確保
するという手法であり、国際的にもその導入が推進されている。日本では、平成7
年にHACCP方式による衛生管理を法的に位置づけた「総合衛生管理製造過程の
厚生労働大臣承認制度」が創設されたのである。
（63）　日本では、HACCPシステムの導入を推進するため、「食品の製造過程の管理
の高度化に関する臨時措置法（平成10年刀を制定し、金融・税制面での優遇措置
を通じてHACCPをより行い易くする施設・設備等の整備を行えるようにした経
緯がある。
（64）承認状況（平成14年1月末現在）
乳・乳製品 310施設（743件）
食肉製品 95施設（180件〉
容器包装詰加圧加熱殺菌食品（缶詰・レトルト食品〉 18施設（24件）
魚肉練り製品 26施設（31件）
清涼飲料水 5施設（12件）
　厚生労働省のホームページを参照されたい。http：／／www．mh1靴gojp／topics／
0101／tpO118－1．htm1＃no8「食の安全推進アクションプラン」厚生労働省（2002年
　2月）。総合衛生管理製造過程の承認は、製品群毎（乳・乳製品であれば牛乳、加
工乳、乳飲料、醸酵乳等）の承認となることから、施設によっては数製品群が承認
　されている。
（65）HACCPの規制の動きはすでにEU（欧州連合）において、水産食品や食肉製
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　品等についてHACCP実施を義務付けるEC指令が出されている。またアメリカ
　においても1997年12月から水産食品を、さらに近年では、屠畜場、食肉処理場を対
象に、アメリカ国内の施設のみならず、アメリカに輸出される食品を製造又は加工
する外国の施設についてもHACCPを義務付けている。FAO／WHO合同食品規格
計画（CODEX）においては、HACCPを各食品に適用するためのガイドラインが
作成されており、食肉、魚介類等の個別食品の衛生取扱規範についても、HACCP
　を導入すべく改定が行われた。
（66）厚生省生活衛生局乳肉衛生課、動物性食品のHACCP研究班（編集）
　『HACCP衛生管理計画の作成と実践　総論編』（中央法規出版　1997年）を参照さ
れたい。この手法の7原則は、原則1、危害分析（HA）、原則2、重要管理点
　（CCP）の決定、原則、管理基準（CL）の設定、原則4、モニタリング方法の設
定、原則5、改善処置の設定、原則6、検証方法の設定、原則7、記録の維持管理
　をいう。
（67）神戸市食品衛生監視指導計画（案）の第三、3を参照されたい。また、札幌市
　では，市民や観光客の食の安全を確保するため、民間の力を合わせて自主管理を推
進する「札幌市食品衛生管理認定制度」が平成16年度からスタートした。
（68）元来、予防原則（precautionary　principle）は、第二次世界大戦後の急速な産
業の成長と汚染防止の法律が貧弱であったために、人間の健康や環境への影響が顕
在化したため作られてきた考え方である。この概念は1970年代に旧西ドイツで
Vorsorgeprinzip（Vor「まえに」＋Sorge「心配」＋Princip「原則」）として誕生
　した。
（69）予防原則の発展経緯と実体法化をめざすEUの動きとそれを阻止しようとする
アメリカの動きについては、中村民雄「遺伝子組み換え作物規制における『予防原
則』の形成一国際法と国内法の相互形成の一事例研究一」『社会科学研究52巻3号』
　（2001年）85～118頁を参照されたい。
（70）　Parliament　and　Council　Regulation178／2002［2002］OJ　L31／1．
（71）ECが採択する主要な法形式の法的効果については、EC条約249条が規定して
いるが、EC裁判所の判例法によりさらに発展されている。今日の判例法によれ
ば、次のようになる。規則（regulation）は、構成国及び私人を名宛人とすること
ができ、名宛人を全面的に直接に拘束する。したがって、構成国内の私人は、規則
に定められた権利を構成国に対しても、他の私人に対しても主張できる。これに対
　して、指令（directive）は、名宛人たる構成諸国を拘束するにとどまり、構成国
は指令の国内実施について手段や方式の裁量を認められる。ただし、それぞれの指
令に定める国内実施準備期間を徒過した後は、指令の規定が私人に権利を発生させ
　るほどに明確かつ無条件であるならば、私人は国内実施を怠っている構成国とその
機関に対する関係では、当該権利を主張することができる。なお、決定（deci－
sion）は、特定の私人や構成国を名宛人とするものであって、名宛人のみ拘束す
　る。しかし、指令と同様に、規定が明確かつ無条件であれば、名宛人との関係での
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み直接に主張可能な権利義務が生じうる。
（72）阿部昌樹「行政訴訟におけるアカウンタビリティ」『都市問題研究51の11』
　（1999年）76～79頁参照。
（73）近時の論文では、黒川哲志「環境規制におけるリスクコミュニケーション」阿
部泰隆・水野武夫（編集）『環境法の生成と未来一山村恒年先生古希記念論文集』
　（信山社　1999年）を参照されたい。
（74）環境省「リスクコミュニケーション事例等調査」前掲注（28）4頁参照。右報
告では、ラブカナル事件の教訓からアメリカにおいて発展してきた。事件は、1976
年、アメリカニューヨーク州ナイアラガラフォールス市の化学会社がラブカナル運
河に産業廃棄物を投棄し続け、その地域1帯に異臭騒ぎとともにダイオキシン類を
含む有害物質が漏れ出るという大規模な環境汚染を引き起こした。地域では流産が
高い確率で発生し、奇形児の出産も多発した。大統領による緊急事態宣言が出さ
れ、住民の退去にまで発展した。これをきっかけとしてアメリカでは包括的環境対
処保証責任法（スーパーファンド法）が成立した。
（75）環境省「リスタコミュニケーション事例等調査」前掲注（28）11頁参照。
（76）　高橋滋「土壌汚染対策法の論点」ジュリスト（No．1233　有斐閣　2002年）7
～9頁参照。
（77）　山村恒年「科学技術の発展と行政法」『公法研究　53号』（有斐閣　1991年）
150～151頁参照。右論文では、直接リスクコミュニケーションに関しての言及はな
　されてないが、行政過程の動態的、機能的把握が必要であると指摘する。
（78）ポール・K．フリーマン、ハワード・C．クンルーサー（著）、斉藤誠、堀之内
美樹（翻訳〉『環境リスク管理一市場性と保険可能性』（勤草書房　2001年）の12頁
では、政府による給付制度は、環境リスクを含む社会的リスクを管理する際に、一
定の役割を担っていると言及する。また、損害を被った個人や企業に対してきわめ
て低い執行費用で給付するメリットはあるが、最大の欠点は、①リスクや損害の可
能性を減じるためにいっさいの配慮がなされていないこと、②納税者の負担で特定
の個人や企業に補助金を出していることを指摘する。
（79）東京海上火災保険株式会社編『環境リスタと環境法』（有斐閣　1996年）13頁
参照。近時の論文として、戸部真澄「環境リスク規制における経済的手法の機能性
　と限界」『法政論叢』（山形大学人文学部　第29号　2004年）33～80頁を参照された
　いo
（80）東京地判平成9年4月9日、判例タイムズ959号115頁、判例時報1629号7頁参
照。
（81）　鳥山恭一「事業者団体が定めた自主基準にもとづく非構成事業者の排除一エア
ーソフトガン（デジコン電子）事件」（ジュリスト　No．11231997年）139頁参照。
（82）1990年（平成2年）に代表理事に就任したY2（被告）は、役員選挙を行わな
いなど組合の定款に従わず、また特定の組合員には正当な理由もなくASGKマー
　クの発給を遅らせるなど、恣意的な組合運営を行っていた。さらに組合は、自らが
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行う製造業者間での安全対策のほかに、問屋及びユーザーレベルでの安全対策が必
要と考えたため全国のエアーソフトガン及び関連商品を扱う間屋らを組織して、銃
の取扱の指導、改造防止などを啓蒙する団体として「防犯懇話会」を設立すること
　を決定し、1989年（平成元年）から2年にかけて西日本懇話会、中部懇話会、東日
本懇話会の三団体（以下「三懇話会」）設立させた（なお防犯懇話会は権利能力な
　き社団である）。この三懇話会は、組合の方針を問屋レベルで実施するための組織
であった。組合は、1990年（平成2年）7月にASGK制度の趣旨に賛同する小売
店を「遊戯銃防犯協力店」とし、また、懇話会会員以外の問屋に対しては製品を販
売しないことを決め、さらに組合からの要請を受けた三懇話会ではASGKシール
の貼付のない商品の取扱をしない旨の申し合わせを行った。
（83〉　日本においては、公益事業を営むNTT地域通信会社など、各都市ガス会社、
上下水道事業がそれにあたる。またアメリカのマイクロソフト社も、IT産業（パ
　ソコン）OS市場では90％を越えるシェアをもつ、と言われている。
（84）最高裁平成元年12月14日第一小法廷判決。判例時報1354号70頁参照。
（85）　阿部泰隆『行政の法システム（上）』前掲注（32）117頁参照。一般的に、企業
者による自主的な判断というのは、民間の自主的な活動を阻害するおそれがあるの
で、企業に一定の資格者をおいて自主的にコントロールする義務を課す手法をい
　う。
（86〉大阪高裁平成5年7月30日第七民事部判決を参照されたい。判例時報1479号21
頁参照。
（87）鳥山恭一「事業者団体が定めた自主基準にもとづく非構成事業者の排除一エア
ーソフトガン（デジコン電子）事件」前掲注（81）140頁参照。
（88）名古屋地裁豊橋支部昭53（わ）第271号、同第289号、昭59・6・6判決を参照
　されたい。判例タイムズ534号267頁参照。
（89）食品工業会社と放射線を利用する産業に対して行うその放射線事業、放射線照
射による医療用具の滅菌事業などを目的として営業していた会社のそれぞれの役員
である。本件で右食品工業会社・滅菌事業会社を営んだ被告人らの主張は、吸収線
量0．5メガ（500キロ）ラドのコバルト60のガンマー線照射によって被射体から誘導
放射能が生じないことは理論的にも実質的にも確認されているばかりか、1980年秋
開催のFAO（世界農業食糧機構）・IAEA（国際原子力機関）・WHO（世界保健機
構）の国連関係三機関の照射食品の健全性に関する合同専門家委員会では「毒性試
験、栄養、微生物の問題及び技術的観点から総合的に判断した結果最大平均線量10
　キログレイ　（1メガラド）の範囲では広く食品全般に対しての放射線処理に特に問
題はない」旨の総括報告がなされており、本件起訴にかかる吸収線量0．5メガラド
の照射によって何らの衛生上の危害が発生しないことを主張した。
（90）このことは森永砒素ミルク事件、カネミ油症事件などの経験を待っまでもなく
明らかである。
（91）　チタロ食品添加物指定撤回事件（東京地裁昭和52年6月27日）訟務月報23巻6
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号1073頁、判例時報854号30頁参照。また、拙稿「食品安全行政における規制手法
の再考一BSE（いわゆる狂牛病）事件を素材とした考察一」前掲注（1）13～14
頁参照。
（92）最二小判平成7年6月23日、民集49巻6号1600頁〔クロロキン薬害事件〕参
照。
（93）拙稿「食品安全行政における規制手法の再考一BSE（いわゆる狂牛病）事件
　を素材とした考察一」前掲注（1）17頁参照。
（94）環境省「リスタコミュニケーション事例等調査」前掲注（28）11頁参照。
（95）佐藤英善「原子炉設置許可の裁量処分性」（判例時報　891号　1978年）20頁参
照。
（96）　淡路剛久「各国の自主規制をめぐる動き一序論」前掲注（22）122頁参照。
